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行政刷新会議「事業仕分け」 


ワーキンググループＡ 評価コメント 
 
事業番号Ａ-１０ 所得水準の高い国民健康保険組合への補


助金の見直し 
 
評価者のコメント 


● Ｂ案が妥当。Ａ案で示された 16.4％の定率補助の考え方が、（事業主負担の見合いではない）


協会けんぽの補助率に基づいたものであり、論理的に矛盾している。Ａ案を採用すると、協会け


んぽの国庫補助の既得権益が国保組合の国庫補助と連動することになり、今後の改革を阻む


ことになる恐れがあり、問題。 


● Ａ案の補助率を協会けんぽの水準以上とする根拠・目的が不明確。協会けんぽと市町村国保


の補助率の水準自体もあわせて再検討すべき。 


● 厚生労働省のＢ案で改革。 


● Ｂ案が望ましいが、よりキメの細かい所得水準連動を図るべく、制度の詳細をデザインする必要


がある。 


● 所得水準に応じたメリハリ（両方とも）を明確にするべき。 


● 高所得者が属する国保組合については、（１）健保組合になった場合は、保険料、付加給付等


がどのレベルになるか、（２）協会けんぽに属することになったら、保険料、付加給付等がどうな


るか、（３）市町村国保に入ったらどうなるか、の３つのケースについて国保組合に選択肢を示し


て、その選択肢に基づいて保険料、付加給付のレベルを決めるべき。多くの裕福な国保組合


は健保組合になることを選択するはずである。Ａ案とＢ案との選択では、Ｂ案を選択すべき。 


● 組合員数の少ない組合は同業他地域の組合と統合を進める必要がある。所得水準の低い国


保組合に影響を及ぼさないような改正にするべき。所得に応じて保険料を負担するべき。 


● 今回の再仕分けは行政事業レビューの反映がしっかり行われているかどうかであるので、国保


組合の補助率に議論が集約されている。しかし、国民的課題は国保が今後サスティナブルか


どうかである。一部国保組合の補助率を下げるなど小手先のことでは収まらない。国保一元化


を進める厚生労働省としては、ぜひ次の段階もしくは同時に、公務員共済を国保に融合させる


ことを始めていただきたい。国家公務員として、国の医療保険を支える立場ましてやその政策を


進める厚生労働省として当然である。もっと言えば、国会議員は率先すべき。 


● 長年市町村が要望してきたが放置されてきた問題であり、早期の法改正を含めた改革が不可


欠。 


● 行政事業レビューの評価通り、財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期


的には廃止すべき。多層的な補助金も単純化すべき。 


● 普通調整補助金を、個別組合の財務状況を精査した上で、財政状況の厳しい国保組合に傾


斜配分する（その際、激変緩和措置をとる必要に留意）。 







行政刷新会議「事業仕分け」 


● 普通調整補助金は廃止。定率補助に一本化。 


● 各組合の財政力、組合員の所得に従った仕組みに改める。健保組合において企業負担があ


り、国保組合に調整のため国費が必要との考え方は理論的でない。純粋に組合員の所得に比


例した仕組みに近づけるべき。 


● 協会けんぽを含めた見直しが必要。一旦は協会けんぽ並みに引き下げ、その後２～３年を目途


に市町村国保、協会けんぽとの一体的見直しを行う。財務体質の良い健保の定率補助はゼロ


にする。 


 


ＷＧの評価結果 


所得水準の高い国民健康保険組合への補助金の見直し 


見直しを行う 


（所得水準の高い国保組合に対する 


定率補助の廃止） 
① 国の事業として廃止 ０名 


② 見直しを行う １３名：  


ア 所得水準の高い国保組合（健保組合を参考）に対する定率補助の 


ａ.廃止 １２名  


ｂ.協会けんぽ並みに引下げ ０名 


イ その他 ３名  


③ 見直しを行わない ０名 


 


とりまとめコメント 


それぞれの組合ごとの所得階層が大きく異なっているので、所得の低い皆さんの


集団である国保組合については、従前どおりのしっかりとした補助を、その代わり所


得の高い人たちで集まっている国保組合についてはゼロも含めて、厚生労働省 B 案


で進んでいただきたいということを結論とする。 








事業番号 Ａ－10
　　　　　　　　　　　　　事業シート　　　　(　厚生労働省　)


所得水準の高い国民健康保険組合への補助金の見直し


予算事業名


 ③国民健康保険組合事務費負担金


 ①国民健康保険組合療養給付費補助金


国民健康保険組合老人保健医療費拠出金補助金


国民健康保険組合後期高齢者医療費支援金補助金


会計区分 一般会計 上位政策


事業開始年度


③昭和２１年度


　平成１２年度


　平成２０年度


②平成７年度、昭和３７年度、平成１５年度


根拠法令
（具体的な


条項も記載）


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担(補助)について
(平成12年4月12日厚生省発保第97号)
国民健康保険組合特別対策費等補助金の国庫補助について
(平成21年3月31日厚生労働省発保第0331024号)


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


①医療給付費及び拠出金等に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に資
することを目的としている。
②国保組合に対し、国民健康保険特別対策費補助金・出産育児一時金補助金・高額医療費共同事業補助金を交付することにより、国保
事業の適正な運営を確保するとともに、組合財政の安定化に資することを目的とする。
③国民健康保険組合に対し、国民健康保険事業の事務の執行に要する費用を負担することにより、国民健康保険組合の円滑な事業運
営に資する。


 国民健康保険法第69条


 国民健康保険法第73条


 国民健康保険法第73条(附則第22条読み替え)


 国民健康保険法第74条


事業概要
（5行程度。別


添可）


①医療給付費及び拠出金等の一部（定率補助については医療給付費の３２％、普通調整補助金及び特別調整補助金については１５％の
範囲内でかつ予算の範囲内）を補助するものである。
②医療費適正化及び適用の適正化、高齢者医療制度改正に伴う激変緩和のための補助、出産育児一時金、高額医療費共同事業拠出
金の一部について補助するものである。
③国民健康保険事業の事務の執行に要する費用を国民健康保険組合の被保険者数を基準として、「国民健康保険の事務費負担金等の
交付額等の算定に関する省令」に基づき算定し、都道府県を通じて国民健康保険組合に交付する。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 325,606 335,149 330,249 323,959 326,502


補正予算 -8,798 -2,270 -1,497 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 316,808 332,879 328,752 323,959 326,502


執行額 316,878 332,872 328,364


執行率（％） 100.0% 100.0% 99.9%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。（一部の補助金を除く）


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するもので
あることから、定量的な成果目標を設定し、その達成
度を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


　　　　　　　　　　　　　　　　　　326,502百万円　　　　　323,959百万円


作成責任者担当部局庁 保険局
国民健康保険組合介護納付金補助金


国民健康保険組合病床転換支援金補助金


 ②国民健康保険組合特別対策費等補助金


担当課室 伊藤　善典国民健康保険課


①昭和２７年度


　昭和５７年度


　平成２０年度







　


事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー
の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率補助を
引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
１．平成23年度概算要求では、特別対策費補助金を▲26億円（26億円→0）、高額医療費共同事業補助金を▲4億円（26億円→22億円）
削減。
２．さらに、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、具体的な見直し案を
予算編成過程において検討。見直しの方向性は次のとおり。
　①定率補助
　　　平成21年度に実施した所得調査の結果を踏まえ、個々の国保組合の加入者の所得水準を精査した上、財政力が高い国保組合に
　　対する補助のあり方を検討する。
　②調整補助金
　　　個々の国保組合の「経営努力」などに対して配分されている「特別調整補助金」については、「普通調整補助金」との関係を整理し
　　つつ、財政力を重視して配分するよう検討する。
　③特別対策費等補助金
　　　特別対策費補助金を廃止し、保健事業の効果的実施など保険者機能の強化に具体的につながるような補助のあり方を検討する。
３．定率補助の見直しを行う場合、国民健康保険法の改正が必要。また、見直しの内容によっては、激変緩和措置が必要。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽに
対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。
３．全国建設工事業国保組合の無資格加入問題に対しては、9月9日、厚生労働大臣による是正改善命令（行政処分）を発出。引き続き
無資格加入の状況を調査することとしているが、まずは80億円程度の国庫補助返還を求める予定。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


B.国保組合


都道府県経由で補助金等を受領。


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単


位：百万円）


厚生労働省


A.都道府県


（47都道府県）


B.国保組合


（165組合）







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.（都道府県） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


別紙のとおり


計 0 計 0


B.（国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


別紙のとおり


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D.







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 別紙のとおり


2


3


4


5


6


7


8


9


10


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /







内訳Ⅰ
予算事業名 国民健康保険組合療養給付費補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 昭和２７年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第７３条


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
（平成12年4月12日厚生省発保第97号）


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


   医療給付費に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に資す
ることを目的としている。


事業概要
（5行程度。別


添可）


    国保組合の療養の給付に要する費用から一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保
険外併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費及び高額療養費の支給に要する費用の合算額の一部（定率補助につ
いては医療給付費の３２％、普通調整補助金等については１５％の範囲内でかつ予算の範囲内）を補助するものである。


（注）
○定率補助－医療給付費の３２％を補助。ただし、平成９年９月以降に健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入する
者（組合特定被保険者）に対する補助率は１３％。
○組合普通調整補助金－国保組合の財政力に応じて、医療給付費の０％～２３％を補助。
○組合特別調整補助金－組合普通調整補助金に加えて、各国保組合の財政を衡平に調整するとともに被爆者に係る医療給付費等その
他特別な事情を勘案して補助。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 189,980 223,696 218,158 218,480 221,685


補正予算 7,865 0 0 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 197,845 223,696 218,158 218,480 221,685


執行額 197,845 223,696 217,823


執行率（％） 100.0% 100.0% 99.8%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


療養給付費補助金　　　　　221,685百万円　　　　　218,480百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　 国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要
であるため、具体的な見直し案を予算編成過程において検討。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽ
に対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


国保組合の療養の給付に要する費用から一部負担金に相当する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生
活療養費、保険外併用療養費、療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費及び高額療養費の支給に要
する費用の合算額の一部に充てる。


厚生労働省


217,823百万円


A.都道府県（47都道府県）


217,823百万円


B.国保組合（165組合）


217,823百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 99,570


計 99,570 計 0


B.国保組合（中央建設国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


保険給付 療養給付費 30,097


計 30,097 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 東京都
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


99,570


2 愛知県 〃 18,000


3 埼玉県 〃 14,510


4 大阪府 〃 13,144


5 神奈川県 〃 12,066


6 兵庫県 〃 10,871


7 京都府 〃 6,538


8 広島県 〃 4,100


9 北海道 〃 3,892


10 三重県 〃 3,492


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 中央建設 国保組合の療養の給付に要する費用の一部に充てる。 30,097


2 東京土建 〃 16,446


3 全国建設工事業 〃 15,686


4 建設連合 〃 13,023


5 全国土木建築 〃 11,447


6 埼玉土建 〃 9,957


7 兵庫県建設 〃 8,913


8 東京食品販売 〃 8,468


9 神奈川県建設連合 〃 7,760


10 全国左官タイル塗装業 〃 4,644







内訳Ⅱ
予算事業名 国民健康保険組合老人保健医療費拠出金補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 昭和５７年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第７３条


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
（平成12年4月12日厚生省発保第97号）


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


    老人保健拠出金に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に
資することを目的としている。


事業概要
（5行程度。別


添可）


老人保健拠出金の納付に要する費用の一部（定率補助については３２％、普通調整補助金等については１５％の範囲内でかつ予算の範
囲内）を補助するものである。


（注）
○定率補助－拠出金の３２％を補助。ただし、平成９年９月以降に健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入する者（組
合特定被保険者）に対する補助率は１６．４％。
○組合普通調整補助金－国保組合の財政力に応じて、拠出金の０％～２３％を補助。
○組合特別調整補助金－組合普通調整補助金に加えて、各国保組合の財政を衡平に調整するとともに特別な事情を勘案して補助。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 95,260 10,467 2,868 604 0


補正予算 -9,276 -2,248 -1,105 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 85,984 8,219 1,763 604 0


執行額 85,984 8,219 1,763


執行率（％） 100.0% 100.0% 100.0%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　　２２年度


老人保健医療費拠出金補助金　　　　　　　0百万円　　　　　　　　604百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
　老人保健医療費拠出金補助金については、平成19年度以前分の診療報酬の請求が無くなった時点で廃止。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　老人保健医療費拠出金補助金については、平成19年度以前分の診療報酬の請求が無くなった時点で廃止。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽ
に対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


老人保健拠出金の納付に要する費用の一部に充てる。


厚生労働省


1,763百万円


A.都道府県（47都道府県）


1,763百万円


B.国保組合（165組合）


1,763百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 614


計 614 計 0


B.国保組合（東京土建国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


納付金 老人保健拠出金 284


計 284 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 東京都
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


614


2 大阪府 〃 300


3 神奈川県 〃 238


4 埼玉県 〃 225


5 京都府 〃 176


6 福岡県 〃 47


7 長崎県 〃 33


8 群馬県 〃 24


9 佐賀県 〃 15


10 愛媛県 〃 10


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 東京土建 老人保健拠出金の納付に要する費用の一部に充てる。 284


2 神奈川県建設連合 〃 235


3 埼玉土建 〃 199


4 大阪建設 〃 186


5 京都建築 〃 149


6 全国建設工事業 〃 142


7 中央建設 〃 125


8 東京都医師 〃 61


9 大阪府整容 〃 49


職員総数 内、官庁ＯＢ


10 福岡県医師 〃


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 非常勤役員数 / 監事等 /


47


常勤役員数 /


官庁ＯＢ役員
報酬総額


役員報酬総額







内訳Ⅲ
予算事業名 国民健康保険組合後期高齢者医療費支援金補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 昭和２０年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第７３条


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
（平成12年4月12日厚生省発保第97号）


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


後期高齢者支援金に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に
資することを目的としている。


事業概要
（5行程度。別


添可）


後期高齢者支援金の納付に要する費用の一部（定率補助については３２％、普通調整補助金等については１５％の範囲内でかつ予算の
範囲内）を補助するものである。


（注）
○定率補助－支援金の３２％を補助。ただし、平成９年９月以降に健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入する者（組
合特定被保険者）に対する補助率は１６．４％（平成２２年度から組合特定被保険者の支援金の１／３に対する補助率は組合普通調整補
助金の１０段階の区分に応じて０％～１６．４％）。
○組合普通調整補助金－国保組合の財政力に応じて、支援金の０％～２３％を補助。
○組合特別調整補助金－組合普通調整補助金に加えて、各国保組合の財政を衡平に調整するとともに特別な事情を勘案して補助。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 - 63,323 71,096 62,931 64,957


補正予算 - 129 -1,628 0


繰越し等 - 0 0 0


合計 - 63,452 69,468 62,931 64,957


執行額 - 63,452 69,468


執行率（％） - 100.0% 100.0%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


後期高齢者医療費支援金補助金　　　　　64,957百万円　　　　　62,931百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
・国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


・後期高齢者医療費支援金補助金については、本年の通常国会における法改正により、平成22年7月から平成24年度までの間、平成9年9月以降
加入の組合特定被保険者分について補助廃止等を行ったが、平成25年度以降は、高齢者医療制度改革に合わせて見直しが必要。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　 国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要
であるため、具体的な見直し案を予算編成過程において検討。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽ
に対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


後期高齢者支援金の納付に要する費用の一部に充てる。


厚生労働省


69,468百万円


A.都道府県（47都道府県）


69,468百万円


B.国保組合（165組合）


69,468百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 30,619


計 30,619 計 0


B.国保組合（中央建設国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


納付金 後期高齢者支援金 9,071


計 9,071 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


2 〃


東京都


愛知県


3 〃


4 〃


埼玉県


大阪府


5 〃


6 〃


神奈川県


兵庫県


7 〃


8 〃


京都府


広島県


9 〃


10 〃


1,410


1,202


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 後期高齢者支援金の納付に要する費用の一部に充てる。


2 〃


3 〃


4 〃建設連合


東京土建


5 〃


6 〃 2,911


全国土木建築


7 〃


8 〃


2,857


2,734


9 〃


10 〃


2,049


1,482


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


30,619


6,221


4,352


4,278


3,520


3,391


2,171


1,411


9,071


4,705


4,656


4,342


東京食品販売


3,641


埼玉土建


兵庫県建設


神奈川県建設連合


全国左官タイル塗装業


北海道


長野県


中央建設


全国建設工事業







内訳Ⅳ
予算事業名 国民健康保険組合介護納付金補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 平成１２年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第７３条


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
（平成12年4月12日厚生省発保第97号）


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


介護納付金に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に資する
ことを目的としている。


事業概要
（5行程度。別


添可）


介護納付金の納付に要する費用の一部（定率補助については３２％、普通調整補助金等については１５％の範囲内でかつ予算の範囲
内）を補助するものである。


（注）
○定率補助－納付金の３２％を補助。ただし、平成９年９月以降に健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入する者（組
合特定被保険者）に対する補助率は１６．４％。
○組合普通調整補助金－国保組合の財政力に応じて、納付金の０％～２３％を補助。
○組合特別調整補助金－組合普通調整補助金に加えて、各国保組合の財政を衡平に調整するとともに特別な事情を勘案して補助。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 29,701 27,278 27,458 30,352 31,814


補正予算 -2,417 -150 1,125 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 27,284 27,128 28,583 30,352 31,814


執行額 27,284 27,128 28,583


執行率（％） 100.0% 100.0% 100.0%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


介護納付金補助金　　　　　　　31,814百万円　　　　　30,352百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　 国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要
であるため、具体的な見直し案を予算編成過程において検討。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽ
に対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


介護納付金の納付に要する費用の一部に充てる。


厚生労働省


28,583百万円


A.都道府県（47都道府県）


28,583百万円


B.国保組合（165組合）


28,583百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 12,553


計 12,553 計 0


B.国保組合（中央建設国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


納付金 介護納付金 4,011


計 4,011 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


2 〃


東京都


愛知県


3 〃


4 〃


埼玉県


大阪府


5 〃


6 〃


神奈川県


兵庫県


7 〃


8 〃


京都府


北海道


9 〃


10 〃


577


486


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 介護納付金の納付に要する費用の一部に充てる。


2 〃


3 〃


4 〃建設連合


東京土建


5 〃


6 〃 1,121


東京食品販売


7 〃


8 〃


1,098


1,074


9 〃


10 〃


769


660


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


12,553


2,593


1,754


1,734


1,377


1,368


880


630


4,011


2,027


1,928


1,831


埼玉土建


1,181


全国土木建築


兵庫県建設


神奈川県建設連合


全国左官タイル塗装業


広島県


長野県


中央建設


全国建設工事業







内訳Ⅴ
予算事業名 国民健康保険組合病床転換支援金補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 平成２０年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策


根拠法令
（具体的な


条項も記載）


国民健康保険法第７３条
(附則第２２条読み替え)


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
（平成12年4月12日厚生省発保第97号）


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


病床転換支援金に対する定率補助及び国保組合の財政力等に応じた補助を行うことにより、国保組合の安定的な運営に資
することを目的としている。


事業概要
（5行程度。別


添可）


国保組合が負担する医療療養病床から介護保険施設等への転換に伴う整備費用の一部（定率補助については３２％、普通調整補助金
等については１５％の範囲内でかつ予算の範囲内）を補助するものである。


（注）
○定率補助－病床転換支援金の３２％を補助。ただし、平成９年９月以降に健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入
する者（組合特定被保険者）に対する補助率は１６．４％。
○組合普通調整補助金－国保組合の財政力に応じて、支援金の０％～２３％を補助。
○組合特別調整補助金－組合普通調整補助金に加えて、各国保組合の財政を衡平に調整するとともに特別な事情を勘案して補助。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 - 43 59 7 0


補正予算 - -1 0 0


繰越し等 - 0 0 0


合計 - 42 59 7 0


執行額 - 41 59


執行率（％） - 96.0% 100.0%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


病床転換支援金補助金　　　　　　0百万円　　　　　　　　7百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
　病床転換支援金補助金については、平成24年度までで終了（平成２２年度及び平成２３年度要求はゼロ）。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　病床転換支援金補助金については、平成24年度までで終了（平成２２年度及び平成２３年度要求はゼロ）。


特
記
事
項


１．国保組合の補助制度（定率補助32％、調整補助金15％以内）は、市町村国保の補助制度（定率34％、調整交付金16％）に倣ったも
の。
２．平成9年9月以降に健康保険の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する定率補助については、協会けんぽ
に対する補助率を勘案し、医療給付費13％、後期高齢者医療支援金・介護納付金16.4％とされている。







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


国保組合が負担する医療療養病床から介護保険施設等への転換に伴う整備費用の一部に充てる。


厚生労働省


59百万円


A.都道府県（47都道府県）


59百万円


B.国保組合（165組合）


59百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 25


計 25 計 0


B.国保組合（中央建設国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


納付金 病床転換支援金 7


計 7 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


2 〃


25


5


3 〃


4 〃


3


3


5 〃


6 〃


2


2


7 〃


8 〃


1


1


9 〃


10 〃


広島県


長野県


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
国保組合が負担する医療療養病床から介護保険施設等への転換
に伴う整備費用の一部に充てる。


2 〃


中央建設


全国建設工事業


3 〃


4 〃 3


3


5 〃


6 〃東京食品販売


2


7 〃


8 〃


埼玉土建


兵庫県建設


9 〃


10 〃


神奈川県建設連合


全国左官タイル塗装業


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


東京都


愛知県


大阪府


埼玉県


神奈川県


兵庫県


京都府


北海道


東京土建


建設連合


2


全国土木建築


2


2


1


1


1


1


7


3







内訳Ⅵ
予算事業名 国民健康保険特別対策費等補助金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 平成７年度、昭和３７年度、平成１５年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第７４条


関係する計
画、通知等


国民健康保険組合特別対策費等補助金の国庫補助について
(平成21年3月31日厚生労働省発保第0331024号)


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


国保組合に対し、①「国民健康保険特別対策費補助金」、②「出産育児一時金補助金」、③「高額医療費共同事業補助金」を
交付することにより、国保事業の適正な運営を確保するとともに、組合財政の安定化に資することを目的とする。


事業概要
（5行程度。別


添可）


①医療費適正化特別対策事業（レセプト点検体制の充実・強化、医療費通知の充実・強化等）及び適用の適正化特別対策事業（研修・広
報、データ整備等）に対する補助並びに高齢者医療制度改正に伴う激変緩和のための補助
②出産育児一時金（４２万円）の１／４相当分を補助
③一件当たり１００万円を超える高額レセプトについて、全国国民健康保険組合協会において再保険事業を実施しているが、同事業に対
する各国保組合の拠出金の１／４相当分を補助


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 8,054 7,685 7,966 8,688 5,183


補正予算 -4,970 0 0 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 3,084 7,685 7,966 8,688 5,183


執行額 3,084 7,685 7,913


執行率（％） 100.0% 100.0% 99.3%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。（一部の国保組合を除く）


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合
①163
② －
③ －


①156
②164
③164


①152
②165
③164


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　２２年度


特別対策費補助金　　　　　　　　　　　　　　0百万円　　　　　2,613百万円
出産育児一時金補助金　　　　　　 　　2,963百万円　　　　　3,425百万円
高額医療費共同事業補助金　　　　　 2,220百万円　　　　　2,650百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
１．平成23年度概算要求では、特別対策費補助金を▲26億円（26億円→0）、高額医療費共同事業補助金を▲4億円（26億円→22億円）
削減。
２．さらに、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、見直し案を予算編
成過程において検討。特別対策費補助金については廃止し、保健事業の効果的実施など保険者機能の強化に具体的につながるよう
な補助のあり方を検討する。


特
記
事
項







※平成21年度実績を記入


A.都道府県


B.国保組合


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委
任。


・医療費適正化・適用の適正化特別対策事業及び高齢者医療制度の改正に伴う支出増分の費用の一部にあてる。
・出産育児一時金の支給に要する費用の一部にあてる。
・高額医療費拠出金の納付に要する費用の一部にあてる。


厚生労働省


7,913百万円


A.都道府県（47都道府県）


7,913百万円


B.国保組合（165組合）


7,913百万円







・出産育児一時金の支給


・医療費適正化特別対策事業
（レセプト点検の外部委託料、医療費通知
電算出力費、健康相談電話受付サービス
業務委託）
・適用の適正化特別対策事業
（適正化対策ホームページ作成委託）


・医療費適正化特別対策事業
（医療費通知送付業務）
・適用の適正化特別対策事業
（新規加入者説明会の開催経費等）


・医療費適正化特別対策事業
（レセプト点検専門員の雇上げ等）


保険給付


委託料


役務費


人件費


276


114


62


51


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 管轄の国保組合へ交付 3,183


計 3,183 計 0


B.国保組合（中央建設国保組合） F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


納付金
・前期高齢者納付金等
・高額医療費共同事業拠出金


458


報償費


・医療費適正化特別対策事業
（健康づくり教室の講師謝金、第三者行為
求償事務の弁護士謝金）
・適用の適正化特別対策事業
（被保険者証交換時の講習会講師謝金）


13


使用料及び
賃借料


・医療費適正化特別対策事業
（健康づくり教室の会場借料）
・適用の適正化特別対策事業
（被保険者証交換時の講習会会場借料）


10


旅費
・医療費適正化特別対策事業
（支部職員研修等の旅費）


8


計 992 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


2 〃


東京都


愛知県


3 〃


4 〃


埼玉県


兵庫県


5 〃


6 〃


大阪府


神奈川県


7 〃


8 〃


京都府


三重県


9 〃


10 〃


147


119


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
医療費・適用の適正化特別対策事業、高齢者医療制度改革に伴う支出
増分の費用、出産育児一時金の支給、高額医療費拠出金の納付の一部
に充てる


2 〃


3 〃


4 〃全国建設工事業


東京土建


5 〃


6 〃 420


兵庫県建設


7 〃


8 〃


284


271


9 〃


10 〃


199


193


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


3,183


833


571


525


515


453


319


159


992


654


609


571


埼玉土建


451


神奈川県建設連合


東京食品販売


京都建築


全国左官タイル塗装業


長野県


広島県


中央建設


建設連合







内訳Ⅶ
予算事業名 国民健康保険組合事務費負担金 担当部局庁 保険局 作成責任者


事業開始年度 昭和２１年度 担当課室 国民健康保険課 伊藤　善典


会計区分 一般会計 上位政策 -


根拠法令
（具体的な


条項も記載）
国民健康保険法第６９条


関係する計
画、通知等


国民健康保険療養給付費等負担金等の国庫負担（補助）につい
て
(平成12年4月12日厚生省発保第97号)


事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程


度以内）


国民健康保険組合に対し、国民健康保険事業の事務の執行に要する費用を負担することにより、国民健康保険組合の円滑
な事業運営に資する。


事業概要
（5行程度。別


添可）


国民健康保険事業の事務の執行に要する費用を国民健康保険組合の被保険者数を基準として、「国民健康保険の事務費負担金等の交
付額等の算定に関する省令」に基づき算定し、都道府県を通じて国民健康保険組合に交付する。


実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


予算額・
執行額


（単位:百万円）


19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求


予
算
の
状
況


当初予算 2,611 2,657 2,644 2,897 2,862


補正予算 0 0 111 0


繰越し等 0 0 0 0


合計 2,611 2,657 2,755 2,897 2,862


執行額 2,681 2,657 2,755


執行率（％） 102.7% 100.0% 100.0%


活動実績
（アウトプット）


国民健康保険組合全１６５組合に対して実施。


活動指標名 単位 19年度 20年度 21年度


実施組合数 活動実績 組合 165 165 165


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


成果目標名 単位 19年度 20年度 21年度
目標値


（　　年度）


当該補助金事業は、国保組合の医療給付費等に対
し補助し、安定的な財政・事業運営に資するものであ
ることから、定量的な成果目標を設定し、その達成度
を測ることはなじまないものと考える。


成果実績


達成度 ％


単位当たり
コスト


　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３年度　　　　　　　　　２２年度


事務費負担金　　　　　　　　　　2,862百万円　　　　　　2,897百万円







事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


仕分けの結果/取りまとめコメント


〈事業番号/事業名〉


〈結果〉


〈とりまとめコメント〉


※事業仕分け第1弾・第2弾の対象事業の場合記入


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー


の
結
果
等


事業担当部局による自己点検（見直しの余地）
国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要であるため、


次の基本的考え方に沿って、具体的見直し案を予算編成過程において検討。
　１．個々の国保組合の財政力（所得水準）を精査し、財政力に応じた補助を基本とする。
　２．市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助とのバランスを確保する。
　３．国保組合に対する不信感や不公平感を持たれないようにする。
　４．国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機能の強化に資するようにする。


予算監視・効率化チームの所見等


〈レビューシート番号・事業名〉
　　　　　２４４　　　　　国民健康保険組合への補助金の見直し


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


結果　：　事業は継続するが更なる見直しが必要
取りまとめコメント　：
　○　財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。
　○　特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策費補助金の廃止、定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。
　○　本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成９年以前に健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の定率
　　補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


〈チームの所見〉


　事業は継続するが更なる見直しが必要


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）
　 国保組合に対する国庫補助については、厚生労働省行政事業レビューの結果等を踏まえ、補助制度全般について見直すことが必要
であるため、具体的な見直し案を予算編成過程において検討。


特
記
事
項


１．国民健康保険法第６９条の規定による義務的経費であり、平成１０年度に市町村国保の事務費が一般財源化され、その際、国民健
康保険組合に対する国庫負担については、引き続き継続することとしたもの。
２．平成１９年度執行額が100%を超えているのは、事務費負担金は「療養給付費等補助金」の目細となっているが、事務費負担金の算
定省令により実際に算出した額が予算を超えたため、目内流用により、全額執行した結果である。







※平成21年度実績を記入


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


厚生労働省


2,755百万円


A.都道府県（47都道府県）


2,755百万円


B.国保組合（165組合）


2,755百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.都道府県（東京都） E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


事務費負担金 東京都（事務委任） 1,273


計 1,273 計 0


B.全国土木建築国民健康保険組合 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


人件費 基本給、職員手当等 304


物件費 旅費、賃金等 54


計 358 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第26条第2項
に基づき、補助金等の交付に関する事務の一部を委任。


2 〃


東京都


愛知県


3 〃


4 〃


埼玉県


大阪府


5 〃


6 〃


神奈川県


兵庫県


7 〃


8 〃


京都府


栃木県


9 〃


10 〃


45


39


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 国民健康保険事業の事務の執行に要する費用に充てる。


2 〃


3 〃


4 〃全国建設工事業


東京土建


5 〃


6 〃 114


建設連合


7 〃


8 〃


91


81


9 〃


10 〃


79


46


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


1,273


207


183


170


142


117


69


51


358


255


189


154


埼玉土建


138


東京食品販売


神奈川県建設連合


兵庫県建設


全国歯科医師


広島県


北海道


全国土木建築


中央建設







補助制度の見直し案について


１．見直しの基本的考え方 【現行の補助制度】１．見直しの基本的考え方


① 個々の国保組合の加入者の「所得水準に応じた補
助」を基本とする。


② 市町村国保や協会けんぽに対する国庫補助との


【現行の補助制度】


特別調整補助金
（経営努力分）


特別対策費補助金


バランスを確保する。
③ 国保組合に対する不信感や不公平感を持たれな
いようにする。


④ 国保組合が果たしてきた役割を踏まえ 保険者機


調整補助金
15%以内


特別調整補助金
（財政調整分）


④ 国保組合が果たしてきた役割を踏まえ、保険者機
能の強化に資するようにする。


⑤ 各国保組合への財政影響に配慮し、激変緩和措
置を設ける（5年間）。


（注）定率補助の見直しには 法改正が必要


32%


普通調整補助金


定率補助（注）定率補助の見直しには、法改正が必要。


２．厚生労働省行政事業レビュー（22年5月）への対応


（結論）


定率補助


０


所得水準
高い 低い


（結論）
事業は継続するが更なる見直しが必要


（とりまとめコメント）
○ 財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長


Ａ案 3段階（16.4、24.2、32％）


（定率補助）


期的には廃止すべき。定率分の見直しも必要。


○ 特別調整補助金の「経営努力分」と特別対策補助金の廃止、
定率補助と調整補助金の増額を含めた見直し。


Ａ案・Ｂ案に反映


Ｂ案 5段階（0、8、16、24、32％）


○ 本来、協会けんぽに加入すべきであるが、平成9年以前に
健保の適用除外承認を受けて国保組合に加入している者の
定率補助を引き下げ、協会けんぽと同様の水準に抑えるべき。


Ａ案・Ｂ案に反映


【Ａ案】
○ 定率補助を3段階の補助とする その際 国保組合は 健保組合と異なり事業主負担がなく 国民健


Ａ案・Ｂ案の概要


○ 定率補助を3段階の補助とする。その際、国保組合は、健保組合と異なり事業主負担がなく、国民健
康保険の一環として一定の補助が必要であるため、補助率を協会けんぽの水準（16.4％）以上とする。


【国庫補助削減額の粗い試算 （５年後）】
○ 国庫補助の削減額 ▲２９０億円程度
○ 加入者１人当たり削減額 医師国保▲ 万円 歯科医師国保▲ 万円 薬剤師国保▲ 万円○ 加入者１人当たり削減額 医師国保▲2.4万円、歯科医師国保▲1.9万円、薬剤師国保▲2.7万円


一般業種国保▲2.6万円、全国土木建築国保組合▲0.9万円


【Ｂ案】 ※行政事業レビューの指摘どおり
○ 定率補助を5段階の補助とする その際 所得水準の高い組合に対する定率補助は 廃止（０％）○ 定率補助を5段階の補助とする。その際、所得水準の高い組合に対する定率補助は、廃止（０％）。
【国庫補助削減額の粗い試算 （５年後）】
○ 国庫補助の削減額 ▲４２０億円程度
○ 加入者1人当たり削減額 医師国保▲4.9万円、歯科医師国保▲3.0万円、薬剤師国保▲3.3万円


一般業種国保▲2.9万円、全国土木建築国保組合▲0.9万円


【Ｂ案 】


特別対策費補助金 廃止


【 Ａ案 】


特別対策費補助金 廃止


調整補助金
16%以内


特別調整補助金
（保険者機能強化分）


特別調整補助金
（財政調整分）


特別調整補助金
（経営努力分）


調整補助金
16%以内


特別調整補助金
（保険者機能強化分）


特別対策費補助


特別調整補助金
（経営努力分）


特別調整補助金
（財政調整分）


24%


16%以内
普通調整補助金


32%


（財政調整分）


24.2％
32%


16%以内
普通調整補助金


300万円
以上


(50組合)


250万円
未満


(24組合)


300万円
未満


(8組合)


200万円
未満


(18組合)


150万円
未満


(65組合)


16%
8% 定率補助0%０


市町村民税
課税標準額


16.4％ 定率補助


300万円
以上


(50組合)


300万円
未満


(50組合)


150万円
未満


(65組合)


市町村民税
課税標準額


０







Ａ案 Ｂ案


協会 んぽ 補助率（ ）を勘案 定率補助を き げ 定率補助を


（参考１） 定率補助の見直し


一般の国保組
合加入者の補
助率


協会けんぽの補助率（16.4％）を勘案しつつ、定率補助を引き下げ、16.4％、
24.2％、32％の3段階とする。 【▲170億円程度、国民健康保険法改正が必要】


ア． 国保組合については、健保組合と異なり事業主負担がなく、国民健康保険
の一環として一定の補助が必要。少なくとも協会けんぽの水準（16.4％）以上


定率補助を0、8、16、
24、32％の5段階と
する。
【▲290億円程度、国保
険法改正が必要】の 環として 定の補助が必要。少なくとも協会けんぽの水準（ 6 ）以


の補助率とすることが適当。
イ． 定率補助では、調整補助金と異なり、医療給付費等の変動に応じて翌年


度に精算がなされることとなっており、財政運営の安定を図るため、所得水
準に応じ、一定の定率補助を設けることが必要。


険法改正が必要】


適用除外承認
を受けて加入
している者の
補助率


本来、協会けんぽに加入すべきであるが、健康保険の適用除外承認を受けて国
保組合に加入している者の定率補助については、平成9年8月以前に適用除外
承認を受けて加入した者も含め、協会けんぽの水準（16.4％）に統一する。


【▲110億円程度、国民健康保険法改正が必要】


同左。ただし、16.4％


以下の定率補助が
併せて適用されるの
で、補助率は、0、8、補助率 【 110億円程度、国民健康保険法改正が必要】 で、補助率は、 、 、
16、16.4％となる。
【▲140億円程度、国保
法改正が必要】


後期高齢者支 平成25年度からの高齢者医療制度見直しに伴い、被用者保険グループの後期 同左後期高齢者支
援金の拠出に
対する補助金


高齢者支援金の拠出に総報酬割が全面的に導入されれば（現在1／3部分の


み）、当該支援金に係る協会けんぽに対する補助は廃止されることになるため、
これに合わせ、健保の適用除外承認を受けて加入している者の支援金に係る定
率補助についても、加入時期にかかわらず、
① グ プ


【▲15億円程度、国保法
改正が必要】


① 全国土木建築国保組合は、被用者保険グループとみなし、総報酬割に全
面的に参加させることとし、補助を廃止。


② その他の国保組合は、所得に応じた補助に変更。
【▲30億円程度、高齢者医療確保法改正が必要】


介護納付金の
拠出に対する
補助金


平成23年度からの介護保険制度見直しに伴い、被用者保険グループの介護納


付金の拠出に総報酬割が導入されれば、後期高齢者支援金と同様の措置を講
ずる。 【▲10億円程度、介護保険法改正が必要】


同左
【▲5億円程度、介護保
険法改正が必要】


Ａ案（Ｂ案）における定率補助の見直し


平成9年8月以前の加入者 平成9年9月以降の加入者


現行の補助率


加入時期 本来、
国保加入


本来、健保加入
（適用除外承認を受けた者）


本来、
国保加入


本来、健保加入
（適用除外承認を受けた者）


国保
組合
般


本人
家族


32％ 32％ 32％ 医療給付費 13.0％（注）
後期支援金 16.4％（1/3部分は所得水
準 応 補 率


（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）


一般 準に応じた補助率 0～16.4％）
介護納付金 16.4％


全国
土木
建築


本人 － 0％ － 0％


家族 － 32％ － 医療給付費 13.0％（注）（Ｅ） （Ｆ）
建築
国保
組合


※後期支援金の1/3は補助なし 後期支援金 16.4％(1/3部分は補助なし)


介護納付金 16.4％
(300人以上事業所の場合はすべて0％）


見直し後の補助率
（注）22年度において、財政が悪化した協会けんぽの補助率を13％から16.4％に引き上げたが、国保組合は据え置いた。


加入時期


平成9年8月以前の加入者 平成9年9月以降の加入者


本来、
国保加入


本来、健保加入
（適用除外承認を受けた者）


本来、
国保加入


本来、健保加入
（適用除外承認を受けた者）


見直し後の補助率


国保
組合
一般


本人
家族


16.4％ 24.2％
32％


16.4％
※後期支援金・介護納付金は、
全て所得水準に応じた補助
率（0～16.4％）


16.4％ 24.2％
32％


16.4％
※後期支援金・介護納付金は、全て
所得水準に応じた補助率（0～
16.4％）


（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ）


全国
土木


本人 － 0％ － 0％


家族 16 4 16 4


Ｂ案の場合、所得水準
に応じて0～32％の5段
階の補助率


Ｂ案の場合、所得水
準に応じて0～32％
の5段階の補助率


Ｂ案の場合、医療給付費も含めて
所得水準に応じて0～16.4％の5段
階の補助率


Ｂ案の場合、医療給付費も含めて所得水準
に応じて0～16.4％の5段階の補助率


（Ｅ） （Ｆ）


4


建築
国保
組合


家族 － 16.4％
※後期支援金・介護納付金は
補助なし


－ 16.4％
※後期支援金・介護納付金は補助なし
(300人以上事業所の場合はすべて0％）


（Ｅ） （Ｆ）







【現行制度】


（参考２） 調整補助金・特別対策費補助金の見直し（Ａ案・Ｂ案共通）


普通調整補助金（813億円） 10段階区分に応じた補助率（0～23％）により交付普通調整補助金（813億円） 10段階区分に応じた補助率（0 23％）により交付


特別調整補助金
（230億円）


財政調整分 （37億円） 「調整対象需要額－調整対象収入額」を補填


経営努力分（190億円） 各組合の医療費適正化等への取組状況を点数評価し、配分額を決定


原子爆弾被爆者医療 原子爆弾被爆者の医療費が一定割合以上の組合等に対して財政支援


【見直し案】


原子爆弾被爆者医療
費等への支援（2億円）


原子爆弾被爆者の医療費が 定割合以上の組合等に対して財政支援


特別対策費補助金（26億円） 国保組合が各種事業を行った場合、その費用を補助


【見直し案】
（１）特別調整補助金の「経営努力分」と「財政調整分」を廃止し、普通調整補助金に統合。


（２）普通調整補助金については、定率引下げによる所得水準の低い組合への財政影響を緩和するため、調整補助金の
総枠を給付費等の「15％以内」から「16％以内」としつつ、配分方法を見直し、「所得水準に応じた補助」を徹底 （市町
村国保と同様の仕組み）村国保と同様の仕組み）。
≪新たな配分方法≫ 「 調整対象需要額（当該組合が保険料で賄うことが予定されている額）」から「調整対象収入額（当該組合が徴収


すべき理論上の保険料額）」を控除した額を交付。各組合への配分額＝調整対象需要額（Ａ）－調整対象収入額（Ｂ）
・ 調整対象需要額（Ａ）＝医療給付費等－定率補助
・ 調整対象収入額（Ｂ）＝応益額（被保険者数×係数）＋応能額（課税所得額×係数）


（ ）特 調整補助金 保険者機能強化 ため 補助と位置付 保険者機能強化 資する補助対象事業（３）特別調整補助金は、保険者機能強化のための補助と位置付け。保険者機能強化に資する補助対象事業のメﾆュー
（例：健診・保健指導、レセプト点検、後発品差額通知等）を示した指針を作成し、これに沿った事業に対して補助（市町
村国保と同様の仕組み）。原子爆弾被爆者医療費等への財政支援は、存続。


（４）特別対策費補助金は、廃止。


普通調整補助金（1060億円程度）
※所得水準に応じた補助


普通調整補助金（813億円）


特別調整補助金
【再編】


〔見直し案のイメージ〕


財政調整分（37億円）【廃止】
経営努力分（190億円）【廃止】


特別対策費補助金（26億円）【廃止】


特別調整補助金（保険者機能強化分等）
（40～50億円程度の枠）


【再編】


（参考３） その他の議論について


【所得調査の見直し】


（現在の方法）
○ 都道府県が165国保組合の全加入者の中から無作為抽出し、調査対象に選ばれた者は、市町村の
税務担当窓口に行き、市町村民税課税標準額の証明書の交付を受ける。


（見直しの検討）（見直しの検討）
○ 所得情報の把握について、法律上位置づけ、市町村から直接情報を得ることができないか検討


【国民健康保険法改正が必要】。 それが困難であれば、所得調査の実施頻度を増やす。


【 部自己負担の無料化（付加給付）の見直し】【一部自己負担の無料化（付加給付）の見直し】


○ 全ての国保組合が23年度から一部自己負担の無料化を廃止する方針。


○ 健保組合の実態とのバランスを考慮し、一部自己負担の過大な軽減が行われないよう基準を示し、
それに従わない国保組合に対しては 補助を削減することとする ただし 経過措置が必要それに従わない国保組合に対しては、補助を削減することとする。ただし、経過措置が必要。
※基準の例：付加給付を行う場合でも、一部自己負担額は1レセプト当たり17,500円以上とする。


【積立金について】


○ 「多額の積立金を保有する組合への補助を停止すべき」との議論については、次のとおり。
ア． 積立比率（保険給付費に対する積立金の割合）が高い組合には、加入者が減少傾向にあるも


のも多く、現在の保険料負担能力を示すものではない。
イ 積立比率の高さは 医療費適正化や保険料引上げなど経営努力の結果である場合もあり 必イ． 積立比率の高さは、医療費適正化や保険料引上げなど経営努力の結果である場合もあり、必


ずしも補助が多くなされたためとは言えない。
ウ． 国保組合は、補助の削減を避けるため、積立金を取り崩す行動に出る可能性。
エ． 補助が削減されれば、制度上、積立金の法定必要額（「医療給付費等－国庫補助」の3.2か月


分）が増加分）が増加。
○ ただし、法定必要額以上に積み立てられたものについては、退職引当金、施設整備費等の例を示し、
不要な積立金を持たないよう指導。







（参考４） 国保組合の現状


加入者数
加入者１
人当たり


保険給付
国庫補助 保険給付


費に対す


積 立 金 積立比率
（積立金


業 種 別
加入者数
（人）


人当たり
保険料額
（円）


費等
（億円）


費に対す
る国庫補
助割合


（積立金
合計／保
険給付費）


(億円)
特別調
整補助


金


法定必要額
（億円）


積立金合計
（億円）


医師国保 321,275 132,459 525 137 2 26.2% 112 395 75.3%


歯科医師国保 279,802 123,296 432 128 12 29.6% 89 212 49.2%


薬剤師国保 47,926 132,659 93 32 48 34.6% 186 664 71.3%


一般業種国保 914,846 155,844 1,873 543 62 29.0% 441 947 50.6%


建設関係国保 1 957 849 109 235 4 118 1 931 137 46 9% 657 1 153 28 0%


市町村国保 35,969,890 82,765 70,094 38,427 － 54.8% － 2,741 3.9%


健保組合 30 346 929 91 091 61 302 16 267 42 130 68 7%


建設関係国保 1,957,849 109,235 4,118 1,931 137 46.9% 657 1,153 28.0%


全 国 計 3,521,698 124,897 7,041 2,771 207 39.4% 1,318 2,774 39.4%


健保組合 30,346,929 91,091 61,302 － － － 16,267 42,130 68.7%


通常使用する所得概念での
加 者 た 所得水準


収入
(試算)①


旧ただし書所
得(試算)②


年間保険料 ③ 負担率
③ ① ③ ②


医療保険の加入者1人当たりの所得水準・保険料の比較 （粗い試算）


加入者1人当たり所得水準 (試算)① 得(試算)② ③／① ③／②
国保組合 市町村民税課税標準額 217万円 504万円 316万円 12.5万円 2.5％ 4.0％


医師 〃 644万円 1050万円 795万円 13.2万円 1.3％ 1.6％
歯科医師 〃 225万円 514万円 324万円 12.3万円 2.4％ 3.8％
薬剤師 221万円 509万円 320万円 13 3万円 2 6％ 4 2％薬剤師 〃 221万円 509万円 320万円 13.3万円 2.6％ 4.2％
一般業種 〃 125万円 364万円 204万円 15.6万円 4.3％ 7.6％
建設 〃 71万円 263万円 133万円 10.9万円 4.1％ 8.2％


市町村国保 旧ただし書所得 79万円 186万円 79万円 8.3万円 4.5％ 10.5％
協会けんぽ 収入（総報酬） 218万円 218万円 102万円 8 9万円（本人） 4 1％ 8 7％協会けんぽ 収入（総報酬） 218万円 218万円 102万円 8.9万円（本人） 4.1％ 8.7％
健保組合 収入（総報酬） 293万円 293万円 154万円 9.1万円（本人） 3.1％ 5.9％


（注）収入（総報酬）＝旧ただし書所得＋基礎控除＋（給与所得控除、公的年金等控除、必要経費等）
旧ただし書所得＝市町村民税課税標準額＋基礎控除を除く所得控除（扶養控除、配偶者控除等）


（参考５）医療費一部自己負担の軽減の状況


１．医療費の自己負担の全額又は一部を償還


国保組合（22年5月調査） 健保組合（19年4月調査）


組合総数 １６５ １，５２０


実施組合数 本人 ３６（２２％） １，０７５（７１％）


うち、自己負担の全額を償還（無料化）している国保組合は、16組合 → 来年度から見直しの方向


家族 ２２（１３％） １，０４４（６９％）


自 負担無料 概
国保組合名


自己負担無料の概要
入院 外来


本人 家族 本人 家族
北海道建設 ○ － － －


青森県医師 － ○（一歳未満は無料）
○（妊娠から出産月 ○（妊娠から出産月の翌月ま


青森県医師 ○（ 歳未満は無料）
の翌月まで無料） で無料、一歳未満は無料）


秋田県歯科医師 ○ － － －
山形県歯科医師 ○ ○ － －


山形県建設 ○ ○(配偶者は無料) － －


埼玉県建設 ○ － － －


東京土建 ○ ○(加入後6ｹ月間は対象外)


埼 県建設 ○


埼玉土建 ○ ○(加入後6ｹ月間は対象外) － －


千葉県歯科医師
○（自己負担額が千円未満の
場合は対象外）


－ － －


東京建設業 ○ ○(小学生まで無料) － －


東京土建 ○ ○(加入後6ｹ月間は対象外) － －
神奈川県建設連合 ○ ○(加入後3ｹ月間は対象外) － －
岐阜県建設 ○ － － －
三重県建設 ○ － ○ －
兵庫県建設 ○（前期高齢者は対象外等） ○（同左） － －


○（自己負担額が千円未満
奈良県歯科医師


○（自己負担額が千円未満、
従業員等は対象外) － － －


徳島県建設産業 ○ － － －







（参考６） 国庫補助の交付状況 （概要）
平成22年度予算


組合特別調整補助金（230億円）


23％


8％
10％


13％
15％


18％
20％


23％


国
庫
補
助 組合普通調整補助金（0 23％ 813億円）


定率分（32％：2,081億円）


0％
3％


5％
8％助


対
象
外


組合普通調整補助金（0～23％：813億円）


※平成9年9月以降、健保の適用除外承認を受けて加入した者（組合特定被保険者）に係る
定率分の補助率は、若人医療給付費13.0％、後期高齢者支援金・介護納付金16.4％


300人以上
事業所の
本人・家族


300人未満
事業所の
本人・家族


全国土木建築


0％組合
（68組合）
医師 47
歯科医師16
薬剤師 3


3％組合
（9組合）


歯科医師 4
薬剤師 5


5％組合
（9組合）


歯科医師 6
薬剤師 1
その他 2


8％組合
（14組合）


歯科医師 1
薬剤師 7
その他 6


10％組合
（6組合）


薬剤師 1
その他 5


13％組合
（11組合）
建設業 7
その他 4


15％組合
（13組合）
建設業 4
薬剤師 1
その他 8


18％組合
（22組合）
建設業 11
その他 11


20％組合
（9組合）


建設業 7
その他 2


23％組合
（3組合）


建設業 3


全国土木建築
国保組合


薬剤師 3
その他 2


その他 2 その他 6 その他 8


１．平成9年9月1日以降、健康保険の適用除外承認を受けて、新規に国保組合に加入する者とその家族（組合特定被保険者）に対する
補助率は、協会けんぽの補助率を勘案して設定（若人13.0％、後期・介護16.4％）。 このため、実際の補助率は、年々低下。


※各業種の加入者に占める組合特定被保険者の割合
平成9年8月以前加入 18.3％（医師13.2%、歯科医師 7.2%、薬剤師14.7%、一般業種15.6%、建設関係10.7%、全国土木62.9%）
平成9年9月以降加入 18.1％（医師32.7%、歯科医師15.4%、薬剤師49.2%、一般業種16.8%、建設関係10.7%、全国土木37.1%）


２．全国土木建築国保組合の平成9年9月1日以前からの加入者の家族に対する補助率は、事業所の規模にかかわらず、32％。


（参考７） 国庫補助制度の概要


補助の趣旨 補助の仕組み 22年度


定率補助 医療給付費、後期高齢者
支援金、介護納付金等に
対する定率の補助


○ 原則、医療給付費等の32％


○ ただし、平成9年9月以降、健康保険の適用除外承認を
受けて加入した者（組合特定被保険者）に対する補助率は、
協会けんぽ加入者に対する補助率を勘案して設定


2081億円


協会けんぽ加入者に対する補助率を勘案して設定
※ 医療給付費 13％ 後期高齢者支援金等 16.4％


普通調整
補助金


各国保組合の財政力（加
入者の所得水準）に応じ


○ 「調整補助金」の総額は、医療給付費等の15％以内


○ 「普通調整補助金」総額は 「調整補助金」総額の概ね8割


813億円


調
整
補
助
金


者 所得 準）
て配分


○ 「普通調整補助金」総額は、「調整補助金」総額の概ね8割


○ 所得調査により、各国保組合を10段階の財政力区分に当
てはめ、医療給付費等の0～23％を補助


特別調整 各国保組合の毎年度の ○ 「特別調整補助金」総額は 「調整補助金」総額の概ね2割 230億円金 特別調整
補助金


各国保組合の毎年度の
・財政状況（財政調整分）
・経営努力（経営努力分）
等に応じて配分


○ 「特別調整補助金」総額は、「調整補助金」総額の概ね2割


○ 「財政調整分」については、毎年度、各国保組合の調整対
象需要額・収入額を算定し、不足額の半分を交付（40億円）


○ 「経営努力分」については 各組合の医療費適正化等へ


230億円


○ 「経営努力分」については、各組合の医療費適正化等へ
の取組状況を点数化し、算式に当てはめて算出（190億円）


特別対策費補
助金


資格管理や医療費の適正
化事業に対して補助


○国保組合が申請する事業費に対して補助 26億円


事務費負担金 事務に要する費用を補助 ○被保険者数に応じて補助 29億円


出産育児一時
金補助金


給付に要する費用を補助 ○出産育児一時金の１／４を補助 34億円


高額医療費共
同事業補助金


高額医療費の再保険事業
への拠出金に対して補助


○拠出金の１／４を補助 26億円







0%組合 3%組合 5%組合 8%組合 10%組合 13% 組合 15%組合 18%組合 20%組合 23%組合


(69組合) (9組合) (9組合) (14組合) (6組合) (11組合) (13組合) (22組合) (9組合) (3組合)


（参考８）現在の普通調整補助金の補助率区分（10段階）別の国保組合一覧


《一般(3)》 《薬剤師(5)》 《一般(2)》 《一般(6)》 《一般(5)》 《建設(7)》 《建設(4)》 《建設(11)》 《建設(7)》 《建設(3)》


全国土木
建築


関東信越税
理士


東京弁護士 埼玉県薬剤師 東京浴場 東京芸能人 東京料理飲食 埼玉土建
全国建設
工事業


全国左官ﾀｲﾙ
塗装業


宮城県建設業 山形県建設


《薬剤師(3)》 東京都薬剤師 近畿税理士 文芸美術 東京技芸 東京建設職能 建設連合 全国板金業 新潟県建築 徳島建設産業


千葉県薬剤 神奈川県薬 福岡県薬剤千葉県薬剤
師


神奈川県薬
剤師


福岡県薬剤
師


静岡県薬剤師 《薬剤師(1)》 東京美容 東京食品販売 東京建設業 埼玉県建設 中央建設 長野県建設 佐賀県建設


《医師(47)》 三岐薬剤師 新潟県薬剤師 東京青果卸売 東京写真材料 東京土建 愛知建連 北海道建設 大阪建設


北海道医師 青森県医師 岩手県医師 宮城県医師
中･四国薬剤


師
《歯科医師(6)》


大阪中央市場
青果


神奈川県食品
衛生


神奈川県
建設業


《一般(8)》 富山県建設 兵庫県建設


秋田県医師 山形県医師 福島県医師 茨城県医師 《歯科医師(4)》
北海道歯科


大阪質屋 《薬剤師(1)》
神奈川県


静岡市食品 岐阜県建設 香川県建設秋田県医師 山形県医師 福島県医師 茨城県医師 《歯科医師(4)》
医師


大阪質屋 《薬剤師(1)》
建設連合


静岡市食品 岐阜県建設 香川県建設


栃木県医師 群馬県医師 埼玉県医師 千葉県医師
広島県歯科


医師
宮城県歯科


医師
《薬剤師(7)》 北海道薬剤師


静岡県建設産
業


大阪府整容 三重県建設
長崎県建設


事業


東京都医師
神奈川県


医師
新潟県医師 富山県医師


福岡県歯科
医師


愛媛県歯科
医師


愛知県薬剤師 《一般(4)》
大阪府小売市


場
京都建築 《一般(2)》


石川県医師 福井県医師 山梨県医師 長野県医師
長崎県歯科


師
佐賀県歯科


師
京都府薬剤師 東京理容 大阪府浴場


京都府建設業
職 連合


京都府酒販石川県医師 福井県医師 山梨県医師 長野県医師
医師 医師


京都府薬剤師 東京理容 大阪府浴場
職別連合


京都府酒販


岐阜県医師 静岡県医師 愛知県医師 三重県医師
宮崎県歯科


医師
熊本県歯科


医師
大阪府薬剤師 東京自転車商 大阪府食品 岡山県建設 京都府衣料


滋賀県医師 京都府医師 大阪府医師 兵庫県医師
大分県歯科


医師
兵庫県薬剤師 名古屋市食品 大阪府たばこ 広島県建設


奈良県医師
和歌山県


医師
鳥取県医師 島根県医師 紀和薬剤師 大阪文化芸能


大阪市公設市
場


《一般(11)》奈良県医師
医師


鳥取県医師 島根県医師 紀和薬剤師 大阪文化芸能
場


《 般( )》


岡山県医師 広島県医師 山口県医師 徳島県医師 広島県薬剤師
神戸中央卸売


市場
福井食品


香川県医師 愛媛県医師 高知県医師 福岡県医師 長崎県薬剤師 《薬剤師(1)》 京都芸術家


佐賀県医師 長崎県医師 熊本県医師 大分県医師 《歯科医師(1)》 福井県薬剤師
京都料理
飲食業


宮崎県医師
鹿児島県


医師
沖縄県医師


鹿児島県歯科
医師


京都中央
卸売市場


《歯科医師(16)》
京都市食品


衛生


全国歯科医
師


秋田県歯科
医師


山形県歯科
医師


福島県歯科
医師


京都花街


茨城県歯科 群馬県歯科 埼玉県歯科 千葉県歯科 大阪木津卸茨城県歯科
医師


群馬県歯科
医師


埼玉県歯科
医師


千葉県歯科
医師


大阪木津卸
売市場


神奈川県歯
科医師


静岡県歯科
医師


愛知県歯科
医師


三重県歯科
医師


大阪衣料品
小売


明石浦


大阪府歯科
医師


兵庫県歯科
医師


奈良県歯科
医師


和歌山県歯
科医師


兵庫食糧 兵庫県食品
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（予算担当部局用）


事業予算についての論点等


百万円 百万円323,959 326,502


論点等説明シート（予算担当部局用）


施策・事業名 所得水準の高い国民健康保険組合への補助金の見直し


予算額
平成22年度当初予算額 平成23年度概算要求額


事業番号 A－10


①厚生労働省行政事業レビューの結果


【外部有識者のコメント】


○ 財政基盤に不安のない組合に対して国庫金が入ることを長期的には廃止すべき。定


  率分の見直しも必要と考える。


○ 本来、協会けんぽに加入すべき者で平成9年以前の加入者について高い補助金を適用


  している状況は可及的速やかに停止し、協会けんぽと同様の補助率に抑えるべき。


① 厚生労働省行政事業レビュー（平成22年5月）の結果


② 財務省予算執行調査の結果


○ 市町村国保なみの保険料水準を求めれば、医師国保等においては、国庫補助がなく


　とも医療費等支出を賄えるとの試算。


○ 国保組合の加入者が他の保険の加入者に比べて過度に優遇されることのないよう、


　国庫補助の仕組み・規模を抜本的に見直すべき。


※　平均所得以外
　　は億円単位、
　20年度実績


平均所得
（万円）


市町村国保
並みの場合の
保険料収入


（Ａ）


実際の保険料
収入


実際の医療費
等支出（Ｂ）


(Ａ)－(Ｂ)
実際の


国庫補助額


医師国保 644 886 471 525 361 136
歯科医師国保 225 558 376 432 126 127
薬剤師国保 221 100 70 93 7 32
一般 123 707 552 878 ▲ 171 398
建設国保 71 2259 2333 4118 ▲ 1,859 1911
全国土木 139 1086 1010 995 91 141


※1　予算執行調査公表資料（22年6月）について、「21年度所得調査」（厚生労働省）を基に最新値に更新。
※2　(Ａ)欄については、一定の所得の上限を設けて試算。
※3　「平均所得」は市町村民税課税標準額。







事業番号 A－10


⑤ 移行期間


○ 補助金の見直しに当たっては、一定の移行期間は設ける必要があると考えられるも
　のの、可能な限り速やかに行政事業レビューの結果を反映すべきではないか。


③ 定率補助のあり方


④ 23年度予算への反映


○平成23年度予算の概算要求組替え基準について（平成22年7月27日閣議決定）（抜粋）
（１）年金・医療等に係る経費等
　　…なお、自然増分を要求できるとしても、出来る限り合理化・効率化に努めるこ
　ととする。


○平成22年1月8日付読売新聞朝刊「国保組合の厚遇「聖域」」
　保険給付費に対する国からの補助の割合は定率32％で、組合の財政力が低ければ55％まで
上積みされるが、公表資料によると、2007年度に55％を超えていた組合は165中19あった。そ
のうち8組合については、1年間の保険給付費を上回る積立金を保有しており、財政が切迫し
ている状況ではなかった。


○平成22年2月6日付朝日新聞朝刊「バランス欠く優遇見直せ」
　医療費について平均4割の国庫補助を受けながら、一部の国保組合は患者負担を軽減・無料
化するなど手厚い給付をしている。上乗せするゆとりがあるなら、組合の財政難を支援する
補助金は不要だろう。


○ 厚生労働省行政事業レビューの結果を踏まえ、所得水準の高い国保組合に対する
　国庫補助は廃止すべきではないか。


○ その際、健保組合に対しては原則として国庫補助が行われていないことを勘案
　すべきではないか。


(参考）


医療保険の加入者一人当たりの所得の比較


所得
(注1)


316万円 (注2)


医師国保 795万円


歯科医師国保 324万円


薬剤師国保 320万円


一般業種国保 204万円


建設国保 133万円


79万円


102万円


154万円


（出所）21年度所得調査結果による試算


健保組合


国保組合


市町村国保


協会けんぽ


所得については、各保険者同士の比較を可能と
するため、市町村国保で通常用いられている所
得概念としている。


一般業種国保は、上記②における一般＋全国土
木の合計。


・国保組合の所得は、市町村民税課税標準額に基礎
　控除を除く所得控除を加えた額。


・協会けんぽ、健保組合の所得は、総報酬から給与
　所得控除と基礎控除を差し引いた額。
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